
平成 29 年 3 月

平成 28 年度 平成 37 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

3,670 円 3,235 円

3,780 円 3,397 円

3,780 円 3,418 円

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

事業所の延べ床面積に応じた２段階の定額制としています。
　延べ床面積150平方メートル未満　　10,800円
　延べ床面積150平方メートル以上　　21,600円　　（月額）

同程度の規模の事業所の浄化槽維持管理費用を参考に使用料を定めています。

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

学校等
利用者数に応じた２段階の定額制としています。
　利用者 99人以下　　21,600円
　利用者100人以上　　43,200円　　（月額）
集会所等
延べ床面積に応じた２段階の定額制としています。
　延べ床面積300平方メートル未満　　3,780円
　延べ床面積300平方メートル以上　　4,320円　　（月額）

同程度の規模の建築物の浄化槽維持管理費用を参考に使用料を定めています。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成25年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成25年度

平成26年度 平成26年度

平成27年度 平成27年度

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。

*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

世帯人員に応じた２段階の定額制としています。
　居住者４人以下　　3,780円
　居住書５人以上　　4,320円　　（月額）

同程度の世帯人員の住宅の浄化槽維持管理費用を参考に使用料を定めています。

非的

処 理 区 域 内 人 口 密 度 　　　21.0人／ｈａ
流 域 下 水 道 等 へ の

接 続 の 有 無
無

処 理 区 数 1

処 理 場 数 1

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

無

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実
施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を
含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

　　　平成１９年（９年）
法適（全部適用・一部適用）

非 適 の 区 分

事 業 名 ： 漁業集落排水事業

田辺市下水道事業経営戦略

団 体 名 ： 田辺市



③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析 ： 別　紙　の　と　お　り

２．経営の基本方針

３．投資・財政計画（収支計画）

（１）

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

　将来にわたり漁業集落排水処理事業を継続することにより、他の生活排水処理事業と共に田辺市内における良好な水環境を
保ち、市民がいつまでも快適に安心して暮らせる生活環境の確保を図ります。
　漁業集落排水処理施設の効率的な維持管理と再整備を行い、生活排水処理サービスを継続して提供します。これに不可欠な
財政基盤を健全化し、強化するため、経費の削減と財源の確保に努め、健全で持続可能な漁業集落排水処理事業経営をめざし
ます。

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

　漁業集落排水施設は、供用から９年が経過していますが、大規模な修繕、更新が必要な機器劣化が生じておりません。そのため、本経営
戦略策定に際して、施設の更新・大規模改修に関する投資は見込んでおりません。
　今後、長期的な維持管理計画の策定や計画的な施設の修繕・改修を行うことにより、漁業集落排水処理施設の適切な機能保全とライフサ
イクルコストの低減に努めていきます。

　漁業集落排水事業における主な財源は、料金収入と一般会計からの繰入金で構成されています。施設の維持管理費用及び施設の建設
に充てた地方債の償還金を賄うため、一般会計からの基準外繰入が必要となっています。
　しかし、安易に基準外繰入に頼ることなく、供用率の向上を図り、未接続世帯への接続の啓発を行うなど、使用料収入の増収に努めてい
きます。

　漁業集落排水処理施設の維持管理費用及び施設の建設に充てた起債の償還金が歳出の大きい部分を占めています。
　施設の維持管理費用については、長期的な視点に立った維持管理計画の策定による修繕費の平準化や、適正な入札等による必要な経
費の削減に努めていきます

5名

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

民 間 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

処理場及び管路の保守点検業務を民間業者に委託

 イ　指定管理者制度 無

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ 無

資 産 活 用 の 状 況

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

無

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5

無

事 業 運 営 組 織

田辺市　市民環境部　環境課　生活排水係

平成29年2月28日現在、環境課長以下５名で構成されています。
環境課生活排水係で特定環境保全公共下水道事業、各集落排水事業、特定地域生活排水処理事業の
維持管理等の業務及び浄化槽に関する業務を一括して実施しています。

職 員 数



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

４． 経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

動力費に関する事項
　機器の更新の際に省エネ機器の導入を検討し、維持管理費用の大きい部分を占める動力費の削減
に努めます。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

　経営戦略については、各年度の決算結果に基づき、経営比較分析表を活用しながら、実施状況
の進捗管理を行います。
　また、計画と実績に大きな乖離が生じた場合、各施設の大規模改修などを行う必要が生じた場合
など、必要に応じて投資、財源等の試算を行い、適宜見直しを図っていくこととします。

薬品費に関する事項

修繕費に関する事項
　供用開始より９年が経過しており、今後老朽化への対応が必要となると考えられます。計画的な修繕
計画を作成し、ライフサイクルコストの低減に努めます。

委託費に関する事項 　民間活力の活用の検討にあわせて、適切な業務委託の方法について検討を行います。

その他の取組 無

　運転方法の工夫による薬品使用量の低減に努めます。また、機器の更新の際には導入費用及び維
持管理に係る費用の比較を行い、より経済的な機器選定を行います。

その他の取組
　排水処理施設への接続の啓発を行うなど、供用率の向上を図り、使用料収入の増収に努めていきま
す。

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）
　現在、各処理場及び管路の保守点検業務を民間事業者に委託しています。

職員給与費に関する事項
　現状、各集落排水施設と合併した維持管理を行っており漁業集落排水事業は１名で担当しています。
各施設との統合など変動があった場合には職員体勢を検討します。

その他の取組
　処理場・管路等の更新をする際には、地震、水害等の今後生じることが考えられる災害について、排
水処理施設の機能を維持し、損傷を受けた場合にも早期復旧が可能となるよう対策を検討してまいりま
す。

使用料の見直しに関する事項
　将来にわたり安定した汚水処理サービスを提供するため、施設の維持管理・更新に係る費用の適正
化に努めることと併せ、地域の浄化槽の維持管理費用及び他の生活排水処理事業の使用料とのバラン
スを考慮した上で、経営戦略の見直しの際に適正な料金水準や料金体系の検討を行います。

資産活用による収入増加
の取組について

　下水処理の過程において、汚泥の肥料等への再生利用、下水熱エネルギーの利用、処理場、管渠
内空間の貸付等の事業が大規模な下水処理事業において行われているところです。田辺市の漁業集
落排水処理施設においては、小規模な施設のため、以前に検討を行ったことがあるものの、これらの資
産活用については公営企業として採算が取れる状況とはなっておりませんので、今後の検討課題としま
す。

投資の平準化に関する事項
　処理場の機械・電気設備の標準耐用年数は15年とされており、今後多くの機器が更新時期を迎えま
す。そのため、長期的な維持管理・設備更新の計画を策定し、実施することにより、施設の修繕に係る
経費の平準化に努めます。

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

　行政の効率化・活性化のため、民間ノウハウの活用が求められています。その手法としては、指定管
理者制度、PPP/PFI、民間委託等が様々な自治体の実情に合わせて採用されているところです。田辺
市においても、実情にあった導入方法の検討を行います。

広域化・共同化・最適化に関する事項
広域化については各処理区の地理的な状況から困難であること、共同化については近隣自治体との汚
水処理施設の運用に関する意思統一が必要となってくることから、今後の検討課題とします。



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成27年度全国平均

※　法適用企業と類似団体区分が同じため、収益的収支比率の類似団体平均等を表示していません。
※　平成23年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、企業債残高対事業規模比率及び管渠改善率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

経営比較分析表
和歌山県　田辺市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

75.46 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km

2
) 処理区域内人口密度(人/km

2
)

法非適用 下水道事業 漁業集落排水 H3 77,486 1,026.91

－

- 該当数値なし 2.76 100.00 3,780 2,122 1.01 2,100.99 【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　収益的収支比率及び経費回収率について、本来、
料金収入で会計全体を賄う独立採算による経営が基
本と考えますが、全体計画区域内の地域実情を勘案
する中で、現状の料金収入のみで運営することは困
難な状況であり、一般会計からの繰入金収入に頼ら
ざるを得ない状況です。今後、経営改善に向け施設
維持管理経費の更なる節減や、計画的な施設改修等
に努めてまいります。
　企業債残高対事業規模比率は、類似団体を上回る
状況で推移しておりますが、平成21年９月全域供用
開始で、加入戸数が増加し、使用収入も増加してき
ているため、引き続き地方債の償還については、全
てを一般会計からの繰入金収入に頼ることなく、可
能な限り使用料収入での地方債償還を行い、比率の
改善に努めてまいります。
　汚水処理原価は、類似団体より高い数値となって
いるため、接続率の向上を図る等有収水量を増加に
努め、汚水処理原価の改善に努めてまいります。
　施設利用率は、H24年度以降は類似団体と同程度
の状況を維持しており、今後もさらに接続促進の普
及啓発・周知活動を行い、施設利用率を高めていけ
るよう努めてまいります。
　水洗化率は、類似団体平均値より低い状況となっ
ており、使用料収入の増加を図るためにも水洗化率
向上の取り組みに努めてまいります。

「単年度の収支」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

2. 老朽化の状況について

　現状、平成21年９月全域供用開始の施設であり、
平成27年度末時点において、大きな改修を要する施
設の故障等は生じていません。今後老朽化により発
生する改修経費も想定した計画的な老朽化対策に取
り組んでまいります。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「使用料対象の捕捉」

2. 老朽化の状況

全体総括

　本市の漁業集落排水事業は、本市の芳養地域で行
われている事業です。
　平成21年９月全域供用開始から加入戸数も増加傾
向で料金収入も徐々に増加してきている状況である
ため、更なる接続促進の啓発及び周知活動に努める
とともに、計画的かつ効率的な施設の維持管理を行
い、地域の生活環境の向上を図り、経営の安定化に
努めてまいります。

「施設全体の減価償却の状況」 「管渠の経年化の状況」 「管渠の更新投資・老朽化対策の実施状況」
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40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 48.27 53.27 53.44 54.31 55.80

平均値 68.86 68.70 67.38 65.95 66.82

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【2,050.59】

【77.87】【33.90】【424.58】【40.22】

【0.06】

該当数値なし 該当数値なし

該当数値なし 該当数値なし



投資・財政計画
（漁業集落排水事業）

26年度 27年度 28年度 （単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 40,214 39,273 38,675 37,956 36,320 35,847 35,370 34,882 33,583 33,071 32,548 32,011

（１） (B) 14,595 14,962 15,112 15,263 15,415 15,858 16,016 16,176 16,338 16,501 16,666 16,833

ア 14,595 14,962 15,112 15,263 15,415 15,858 16,016 16,176 16,338 16,501 16,666 16,833

イ (C)

ウ

（２） 25,619 24,311 23,563 22,693 20,904 19,989 19,354 18,707 17,244 16,570 15,881 15,178

ア 25,619 24,311 23,563 22,693 20,904 19,989 19,354 18,707 17,244 16,570 15,881 15,178

イ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２ (D) 40,214 39,273 38,975 37,956 36,320 35,847 35,370 34,883 33,583 33,071 32,548 32,011

（１） 23,677 22,951 23,408 22,964 21,954 22,096 22,238 22,383 21,749 21,896 22,045 22,195

ア 7,693 7,861 7,861 7,861 7,075 7,075 7,075 7,075 6,367 6,367 6,367 6,367

796 807 807 807 726 726 726 726 654 654 654 654

イ 15,984 15,090 15,547 15,103 14,879 15,021 15,164 15,308 15,381 15,528 15,677 15,827

（２） 16,537 16,322 15,567 14,992 14,366 13,751 13,132 12,500 11,834 11,175 10,503 9,816

ア 15,124 14,633 14,064 13,484 12,891 12,286 11,667 11,036 10,392 9,734 9,062 8,376

イ 1,413 1,689 1,503 1,508 1,475 1,465 1,465 1,464 1,442 1,441 1,441 1,440

３ (E) 0 0 △ 300 0 0 0 0 0 0 0 0

1 (F) 22,170 27,389 27,695 28,276 28,868 29,474 30,092 30,723 31,367 32,025 32,697 33,383

（１）

（２） 22,170 27,389 27,695 28,276 28,868 29,474 30,092 30,723 31,367 32,025 32,697 33,383

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

２ (G) 22,413 27,126 27,695 28,276 28,868 29,474 30,092 30,723 31,367 32,025 32,697 33,383

（１）

（２） (H) 22,413 27,126 27,695 28,276 28,868 29,474 30,092 30,723 31,367 32,025 32,697 33,383

（３）

（４）

（５）

３ (I) △ 243 263 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0収 支 差 引 (F)-(G)

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

34年度 35年度 36年度 37年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

本年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度



投資・財政計画
（漁業集落排水事業）

26年度 27年度 28年度 （単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

34年度 35年度 36年度 37年度本年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度

(J) △ 243 263 △ 300 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(K)

(L) 662 419 682 382 382 382 382 382 382 382 382 382

(M)

(N) 419 682 382 382 382 382 382 382 382 382 382 382

(O)

(P) 662 419 682 382 382 382 382 382 382 382 382 382

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 14,595 14,962 15,112 15,263 15,415 15,858 16,016 16,176 16,338 16,501 16,666 16,833

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（T)

(U)

(V)

- - - - - - - - - - - -

(W)

(X) 707,971 680,845 653,150 624,874 596,006 566,532 536,440 505,717 474,350 442,325 409,628 376,245

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

25,619 24,311 23,563 22,693 20,904 19,989 19,354 18,707 17,244 16,570 15,881 15,178

10,796 13,123 14,007 15,037 14,867 14,284 14,169 14,186 14,069 13,882 13,693 13,617

14,823 11,188 9,556 7,656 6,037 5,705 5,185 4,521 3,175 2,687 2,188 1,561

22,170 27,389 27,695 28,276 28,868 29,474 30,092 30,723 31,367 32,025 32,697 33,383

0

22,170 27,389 27,695 28,276 28,868 29,474 30,092 30,723 31,367 32,025 32,697 33,383
47,789 51,700 51,258 50,969 49,772 49,463 49,446 49,430 48,611 48,595 48,578 48,561

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

33年度 34年度 35年度 36年度 37年度

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

本年度 29年度 30年度 31年度 32年度

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定し

た
(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

52 51 5055 54 53 49

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

58 57 56

0 0 0 0

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 64 59

0 0 0 0 0 0赤 字 比 率 （ ×100 ） 0 0

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金
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